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判       決 

     

主       文 

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求の趣旨 

 １ 処分行政庁が原告医療法人社団Ａに対し令和３年１月１４日付けでした保険

医療機関の指定取消処分を取り消す。 

 ２ 処分行政庁が原告Ｂに対し令和３年１月１４日付けでした保険医の登録取消

処分を取り消す。 

 ３ 被告は，原告医療法人社団Ａに対し，７２２万４０８６円及び令和３年７月９

日から上記各処分がいずれも取り消される日まで，１日当たり４万３２５８円の

割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要等 

 １ 事案の概要 

   本件は，処分行政庁が，令和３年１月１４日付けで，原告医療法人社団Ａ（以

下「原告法人」という。）に対し保険医療機関の指定取消処分（以下「本件処分１」

という。）を，原告Ｂに対し保険医の登録取消処分（以下「本件処分２」といい，

本件処分１と合わせて，「本件各処分」という。）をそれぞれ行ったところ，原告

らが，本件各処分の通知には，行政手続法（以下「行手法」という。）１４条１項

本文の趣旨に照らして著しい理由不備があり違法である旨主張して，本件各処分

の取消しを求め，また，処分行政庁は行手法１４条１項本文の趣旨を考慮するこ

となく漫然と本件各処分をしており，職務上尽くすべき注意義務に違反したと主

張して，国家賠償法１条１項に基づき損害の賠償を求める事案である。 

 ２ 関係法令等の定め 
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   別紙「関係法令等の定め」のとおり    

３ 前提事実 

  以下の事実は当事者間に争いがないか，後掲括弧記載の証拠及び弁論の全趣旨

により容易に認められる。 

 ⑴ 当事者 

  ア 原告法人は，医療法人社団ＡＣ歯科との名称の医療機関（以下「本件医療

機関」という。）を開設し，平成１６年１０月１日付けで本件医療機関につ

き，保険医療機関の指定を受けた。 

医師である原告Ｂは，平成４年４月１６日，保険医の登録を受け，本件各

処分当時，本件医療機関で診療に従事していた。 

  イ 処分行政庁は，健康保険法（以下「法」という。）８０条に基づいて行う保

険医療機関等の指定の取消し及び法８１条に基づいて行う保険医等の登録

の取消しに係る厚生労働大臣の権限の委任を受けた者である（法２０５条１

項及び同法施行規則１５９条１項５の２号）。 

  ⑵ 本件各処分 

    処分行政庁は，令和３年１月１４日付けで，本件各処分を行い，本件処分

１につき「保険医療機関の指定の取消について」とする通知（以下「本件通

知１」という。）を原告法人に，本件処分２につき「保険医の登録の取消につ

いて」とする通知（以下「本件通知２」といい，本件通知１と合わせて「本

件各通知」という。）を原告Ｂに，それぞれ送付した（甲１，２）。 

第３ 争点及び当事者の主張 

 １ 争点 

   本件の争点は，本件各処分における本件各通知の処分理由の記載が行手法１

４条１項に照らし適法といえるか否か並びに国家賠償法１条１項の違法の有

無及び損害の額である。 

 ２ 当事者の主張 
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  ⑴ 理由提示の不備について 

  （被告の主張） 

   ア 本件処分１は，法８０条１号ないし３号及び６号に基づくものであると

ころ，本件通知１では，本件処分１の根拠となる適用法条として上記条項

が示されている。そして，これらの適用法条に該当する具体的な事実につ

いては，本件通知１の別紙において，保険医療機関及び保険医療養担当規

則（以下「療養担当規則」という。）等に反する事実については該当条文が

付されたうえでその違反の態様が記載されており，その他の事実について

はその内容と問題となる行為の態様が記載されている。 

   イ 本件処分２は，法８１条１号及び３号に基づくものであるところ，本件

通知２では，本件処分２の根拠となる適用法条として上記条項が示されて

いる。そして，これらの適用法条に該当する具体的な事実については，本

件通知２の別紙において，療養担当規則等に反する事実については該当条

文が付されたうえでその違反の態様が記載されており，その他の事実につ

いては，その内容と問題となる行為の態様が記載されている。 

   ウ 本件各通知においては，本件各処分の根拠となる適用法条及び療養担当

規則等ごとに対象となる行為及びその違反又は不正の態様が示され，その

適用関係が明らかにされており，その記載自体から当該処分の名宛人にお

いて，いかなる事実関係に基づき，いかなる法規を適用して不利益処分が

なされたのかを知ることが可能であり，不服申立ての便宜を与えるのに十

分な理由提示がされている。どの患者のいつの歯科診療を指摘しているの

かについて逐一記載する必要性はない。 

     したがって，本件各通知は行手法１４条１項本文の定める理由提示の要

件を満たすものであり，適法であることは明らかである。 

  （原告らの主張） 

   ア 本件各処分は不利益処分であり，行手法１４条１項の趣旨に照らせば，
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理由提示が十分でない行政処分は違法となる。 

     そして，行手法１４条１項の趣旨からすれば，不利益処分において求め

られる理由の提示は，処分の相手方において処分の原因となる事実を具体

的に知り得る程度に特定して記載しなければならない。 

   イ 本件各通知に記載されている医療機関の事故及び保険医の事故につい

て，各項目の列記はあるものの，誰に対する治療を指摘しているのか，ま

たいつの治療なのかなど，具体的事実が不明である。 

     本件各処分は，原告らにおいて保険診療ができなくなり，歯科医院の運

営が事実上ほぼ困難になるという重大な処分である。しかし，本件各通知

には，抽象的事項の指摘はあるものの，誰に対する診療について問題にし

ているのか，いつの診療を問題にしているのか，本件各通知から了知する

ことができない。 

     本件各処分の理由は，事実関係について，通知書の記載中で記載されて

おらず，不服申立ての便宜という趣旨からすると極めて不十分なものであ

る。 

   ウ したがって，本件各処分は，いずれも著しい理由の不備があり違法であ

る。 

  ⑵ 国家賠償法１条１項の違法の有無について 

  （原告らの主張） 

   本件各処分はいずれも理由提示に不備があり違法である。 

   処分行政庁は，行手法１４条１項本文の趣旨を考慮することなく，漫然と本

件各処分をしたのであり，職務上尽くすべき注意義務に違反した過失がある。 

  （被告の主張） 

   本件各処分は適法であるから，国家賠償法上違法となる余地はない。 

  ⑶ 原告法人に生じた損害について 

  （原告の主張） 
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   本件各処分により，原告らは保険医療機関の指定及び保険医の登録に係る各

取消しの効力発生日の翌日である令和３年１月２３日から現在まで保険診療

ができなくなった。その結果，過去２年分の損益計算書から計算して，１日当

たり４万３２５８円の損害が生じており，同日から訴え提起の日である同年７

月８日までの間に，７２２万４０８６円の損害が生じた。    

  （被告の主張） 

   争う。 

第４ 当裁判所の判断 

  １ 認定事実 

    前記前提事実，後掲括弧記載の各証拠及び弁論の全趣旨によれば以下の事実

が認められる。 

   ⑴ 本件の経緯（乙７〔２，３頁〕） 

    ア 処分行政庁は，令和元年１１月２７日，原告法人に対し，個別指導を実

施したところ，①診療報酬を請求している有床義歯のバーについて，歯科

技工納品書に一部加筆した形跡が見られたため，原告Ｂへ質問したところ，

「私が書き足しました」と回答があったこと，②診療録と予約簿の診療日

に不一致が見られ，予約簿に記載がない日に受診したとして診療録に記載

があったことから，原告Ｂへ質問したところ，「予約簿に記載がない患者

は来ていない」と回答があったこと，③傾向的な多数歯の充填が見られた

ことについて，原告Ｂから「実際には１ブロックしかやっていないと思う」

と発言があったこと，④１年位前から不正な請求を行っていた旨の発言が

あったことから，持参した関係書類を精査する必要が生じたが，時間内に

確認を終えることができなかったため，原告Ｂの了解を得て，診療録，予

約簿及び歯科技工関係書類の一部について写しを取得し，個別指導を中断

した。 

    イ 処分行政庁は，上記診療録等の写しを精査した結果，診療報酬の請求に



6 

 

関し，不正又は著しい不当が疑われるとして，個別指導を再開せず，監査

を行うこととした。 

ウ 処分行政庁が，令和２年２月５日から同月７日の間に６３名に対し患者

調査を実施したところ，調査に応じた１６名のうち８名について，以下の

ような事象が認められた。 

      ７名について，歯周病検査，歯周基本治療（スケーリング又はスケー

リング・ルートプレーニング）を受けたことはない旨回答があったが，

診療報酬が請求されている。 

      ５名について，レジン充填の処置を受けたことはない旨回答があった

が，う蝕歯即時充填形成，充填，歯科充填用材料の診療報酬が請求され

ている。 

      １名について，回答があった診療日数より診療報酬が請求されている

日数の方が多い。 

      ２名について，受診していない月に診療報酬が請求されている。 

⑵ 監査について 

    ア 処分行政庁は，上記⑴の経緯を踏まえ，令和元年１２月２５日，同月２

６日及び令和２年８月２６日ないし２８日，原告らに対し，法７８条１項

に基づく監査を実施した（乙７）。 

イ 監査においては，原告Ｂの聴取調書が作成されており，令和２年８月２

７日に作成された聴取調書によれば，①全く行っていない保険診療につい

て診療報酬を請求したこと（以下「架空請求」という。）について，「（診療

録を提示しながら）」「初診の翌日以降，４日間連日で再診料等を診療報酬

請求されていますが，これらの日の予約簿にはこの患者の氏名の記載がな

いため，全て来院の事実はないにもかかわらず，再診料，充形，レジン充

填にかかる費用を請求したということですか。」という問いに対し「はい，

間違いありません。」と原告Ｂが回答した（乙７〔３１頁〕）。 
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  また，「何故こういう診療報酬請求になっているのですか。具体的にお

聞かせください。」との問いに対し，原告Ｂは，「患者さんが来院していな

いにもかかわらず，少しでも診療報酬請求の点数をアップさせるために行

ったものです。」と述べた（乙７〔３７頁〕）。 

      原告Ｂは，監査において，上記のように，①架空請求の事実を認めてい

た。 

ウ 同聴取調書によれば，原告Ｂは，②実際に行った保険診療に架空の保険

診療を付け増して診療報酬を請求したこと（以下「付増請求」という。）に

ついて，「歯科技工納品書に書き足されて診療報酬請求されているものは，

実態と異なる請求内容であったということで間違いないですか。」という

問いに対し，「はい，間違いありません。」と述べ，②付増請求の事実を認

めていた（乙７〔３４頁〕）。 

エ また，原告Ｂは，③実際に行った保険診療について保険点数の高い別の

診療に振り替えて診療報酬を請求したこと（以下「振替請求」という。）に

ついて，「鉤の部位や個数が歯科技工納品書と一致しないものは，全て実

態と違う診療報酬請求をしたということですか。」という問いに対し，「は

い，その通りです。」と述べ，「何故このような診療報酬請求をしたのです

か。」という問いに対し，「技工料の赤字を補てんするため，診療報酬請求

の点数をアップするためです。」と述べ，③振替請求の事実も認めていた

（乙７〔３６頁〕）。 

オ ④領収書の交付，その他の事故（以下「その他の事故」という。）につい

て，原告Ｂは，個別指導の前は，明細書の発行を行っていなかった旨述べ

（乙７〔２４，２８頁〕），「原告法人が算定要件を満たしていないにもかか

わらず，診療報酬請求を行っていた事実を認めますか。」という問いに対

し，「はい，認めます。」と述べた（乙７〔４５～４６頁〕）。 

    カ 令和２年８月２８日付けの開設者・保険医の弁明・意見書には，原告Ｂ
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の弁明・意見として，「悪いこと，いけないことと知りつつ記載致しまし

た事，深く深くお詫び申し上げます。言い訳や言い逃れる事は一切ござい

ません。御指摘頂いたすべての事が事実でございます。」との記載がある

（乙７〔１５頁〕）。また，動機について，原告Ｂは，「運転資金に困って

いたため，診療報酬請求の点数をアップさせたかった。悪いことだとはわ

かっていた。」と説明していた（乙７〔９頁〕）。 

   ⑵ 聴聞手続について 

    ア 処分行政庁は，令和２年１１月１８日，原告らに対し，不利益処分の原

因となる事実が記載された別紙が添付された聴聞通知書（以下，本件処分

１に係る聴聞通知書を「本件聴聞通知書１」といい，本件処分２に係る聴

聞通知書を「本件聴聞通知書２」といい，合わせて「本件各聴聞通知書」

という。）を送付した（乙９，１０）。 

      本件各聴聞通知書の別紙には，不利益処分の原因となる事実として，本

件各通知と同様の適用条項及び違反事実が記載されていた。 

イ 処分行政庁は，令和２年１２月１４日，本件各処分に関して，行手法１

３条１項１号に基づき聴聞手続を実施した。 

ウ 聴聞手続においては，本件各聴聞通知書の記載に基づき，予定される処

分の内容及びその根拠となる法令の条項並びにその原因となる事実につ

いて説明が行われた。この説明を受けた原告Ｂは，返還金が生じることに

関して「こちらは全面的に返還する気があるので，もしよろしければ猶予

いただきたいのですが，そのことは，その通知が来てから申し上げればよ

ろしいのでしょうか。」などの発言をしたほかは，本件各処分の原因とな

る事実については，意見を述べなかった（乙１１）。 

   ⑶ 本件各通知の記載 

    ア 本件通知１について（甲１） 

      本件通知１では，本件処分１の理由について「健康保険法第７０条第
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１項の保険医療機関又は保険薬局の責務及び同法第７２条第１項の保

険医又は保険薬剤師の責務に違反し，かつ，療養の給付等に関する費用

の請求について不正があった事実が別紙のとおり判明し，さらに，健康

保険法以外の医療保険各法においても同様の事実が判明し，健康保険法

第８０条第１号，第２号，第３号及び第６号の保険医療機関の指定の取

消に該当するため。」と記載されている。 

      本件通知１の別紙には，「不利益処分の原因となる事実」について，令

和元年１２月２５日，同月２６日，令和２年８月２６日，同月２７日及

び同月２８日に実施した監査の結果判明した事実として，原告法人の事

故に関し，保険医療機関及び保険医療担当規則違反の事実として，第２

条の３及び第２条の４関係として，①架空請求をしていたこととして，

歯科初診料等，歯科再診料等の記載があり，②付増請求をしていたこと

として，歯科再診料，歯科疾患管理料等の記載があり，③振替請求をし

ていたこととして，小臼歯の鋳造鉤（二腕鉤）を大臼歯の鋳造鉤（二腕

鉤）としていたとの記載があり，④保険診療と認められないものを保険

診療を行ったものとして診療報酬を不正に請求していたとして，健康診

断を目的として受診しているにもかかわらず，歯科初診があったものと

して歯科初診料を不正に請求していたとの記載があり，⑤第５条の２関

係として，患者に領収証の計算の基礎となった項目ごとに記載した明細

書を交付していなかったと記載されている。 

       そのほか，高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の給付

等の取扱い及び担当に関する基準違反，その他の事故及び保険医の事故

についても，同様の形式で不利益処分となる事実が記載されている。 

      また，本件通知１の別紙には，「不利益処分に係る適用条項及び適用

される処分基準等」として，本件で適用された条項及び処分基準が示さ

れており，適用される処分基準等として，「監査要綱（平成７年１２月２
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２日付け保発第１１７号厚生省保険局長通知別添２ 最終改正：平成２

０年９月３０日付け保発第０９３０００８号厚生労働省保険局長通知）

における行政上の措置の基準「故意に不正又は不当な診療報酬の請求を

行ったもの」に該当する。」との記載がある。 

    イ 本件通知２について 

      本件通知２では，本件処分２の理由について「健康保険法第７２条第

１項の保険医又は保険薬剤師の責務に違反し，かつ，健康保険法以外の

医療保険各法においても同様の事実が別紙のとおり判明し，健康保険法

第８１条第１号及び第３号の保険医の登録の取消に該当するため。」と

記載されている。 

      本件通知２の別紙には，前記ア 及び と同様の記載がされている。 

  ２ 判断 

   ⑴ 行手法１４条１項本文が，不利益処分をする場合に同時にその理由を名宛

人に示さなければならないとしているのは，名宛人に直接に義務を課し又は

その権利を制限するという不利益処分の性質に鑑み，行政庁の判断の慎重と

合理性を担保してその恣意を抑制するとともに，処分の理由を名宛人に知ら

せて不服の申立てに便宜を与える趣旨に出たものと解される。そして，同項

本文に基づいてどの程度の理由を提示すべきかは，上記のような同項本文の

趣旨に照らし，当該処分の根拠法令の規定内容，当該処分に係る処分基準の

存否及び内容並びに公表の有無，当該処分の性質及び内容，当該処分の原因

となる事実関係の内容等を総合考慮してこれを決定すべきである（最高裁平

成２１年（行ヒ）第９１号同２３年６月７日第三小法廷判決・民集６５巻４

号２０８１頁参照）。 

   ⑵ 上記の見地に立って，前記認定の本件事実関係のもと，本件各処分につい

て検討する。 

本件各処分は，保険医療機関の指定及び保険医の登録の各取消処分である。
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本件各処分の結果，原告らは保険診療ができなくなるという不利益を負うと

ころ，いわゆる国民皆保険制度が採用されている我が国においては，健康保

険，国民健康保険等を利用しないで病院で受診する者はほとんどいないと考

えられることからすると，本件各処分は，原告らにとって重大な不利益を科

すものといえる（最高裁平成１４年（行ヒ）第２０７号同１７年７月１５日

第二小法廷判決・民集５９巻６号１６６１頁参照）。 

     したがって，本件各処分の理由を通知するにあたっては，いかなる事実に

どのような法条を適用して当該処分がされたかを具体的に記載することが

必要であると解される。 

   ⑶ 本件各通知の記載について 

     前記認定のとおり，本件各通知には，不利益処分の根拠となる適用法条及

び関連規則又は基準ごとに，対象となる行為及びその違反又は不正の態様が

示され，その適用関係が明らかにされている。 

たとえば，本件通知１には，原告らが行ったとされる歯科初診料等の請求

が，実際には行っていない保険診療を行ったものとして請求した架空請求で

あることや，実際には小臼歯の鋳造鉤（二腕鉤）であるのにそれを保険点数

の高い大臼歯の鋳造鉤（二腕鉤）として診療報酬を請求したことが不正請求

であること，これらの請求が保険医療機関及び保険医療養担当規則第２条の

３及び第２条の４に違反するものであって，法７０条１項に違反し，法８０

条の定める取消事由に該当すること及び処分基準の「故意に不正又は不当な

診療報酬の請求を行ったもの」に該当するとして本件処分１がされたことが

具体的に記載されている。なお，関係法令等の定めによれば，故意に不正又

は不当な診療報酬の請求を行った場合に行われる処分は，保険医療機関の指

定及び保険医の登録の各取消処分のみである。  

以上のことは，他の違反事実及び本件通知２についても同様である。 

したがって，本件各通知の記載自体から，処分の名宛人である原告らにお



12 

 

いて，いかなる事実関係に基づき，いかなる法規を適用して不利益処分がさ

れたかを知ることができる上，行政庁の判断の慎重と合理性を担保してその

恣意を抑制するという観点に照らしても，本件各通知は，行手法１４条１項

本文の趣旨に反するものではない。 

      なお，原告らは，本件各通知の記載は，対象となる患者や診察の日時等の

特定を欠くものであって，有効な不服申立てが困難であり，不服申立ての便

宜を与えるという行手法１４条１項本文の趣旨に照らし，理由提示に不備が

あると主張する。しかし，本件各通知の記載において，不利益処分の原因と

なる事実関係及び適用法条が示されており，理由提示に不備がないことは前

述のとおりである。また，本件においては，個別指導，監査及び聴聞等の事

前の手続を通じ，原告らにおいて具体的な処分の理由となる事実を了知し，

その事実を認めていたと認められる。そのような本件事実関係のもとにおい

て，不服申立てが困難であるという原告らの主張はなおさら採用できず，対

象となる患者や日時等を逐一通知に記載する必要性はないというべきであ

る。 

   ⑷ 国家賠償法上の違法及び損害について 

     以上検討のとおり，本件各通知の記載に理由提示の不備はなく，本件各処

分は適法であると認められるから，処分行政庁が本件各処分を行ったことに

国家賠償法上の違法は認められない。 

     したがって，その余の点について検討するまでもなく，原告法人の損害賠

償請求は認められない。 

第４ 結論 

以上によれば，原告らの請求はいずれも理由がないからこれを棄却することと

し，主文のとおり判決する。 

 

札幌地方裁判所民事第３部 
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裁判長裁判官  中    野        郎 

 

 

裁判官  間    明    宏    充 

 

 

裁判官  田    中    大    地 
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（別紙関係法令） 

 

健康保険法 

  第７０条１項（保険医療機関又は保険薬局の責務） 

    保険医療機関又は保険薬局は，当該保険医療機関において診療に従事する

保険医又は当該保険薬局において調剤に従事する保険薬剤師に，第７２条第

１項の厚生労働省令で定めるところにより，診療又は調剤に当たらせるほ

か，厚生労働省令で定めるところにより，療養の給付を担当しなければなら

ない。 

  第７２条１項（保険医又は保険薬剤師の責務） 

    保険医療機関において診療に従事する保険医又は保険薬局において調剤に

従事する保険薬剤師は，厚生労働省令で定めるところにより，健康保険の診

療又は調剤に当たらなければならない。 

  第８０条（保険医療機関又は保険薬局の指定の取消し） 

厚生労働大臣は，次の各号のいずれかに該当する場合においては，当該保

険医療機関又は保険薬局に係る第６３条第３項第１号の指定を取り消すこと

ができる。 

一 保険医療機関において診療に従事する保険医又は保険薬局において調剤に

従事する保険薬剤師が，第７２条第１項（第８５条第９項，第８５条の２第

５項，第８６条第４項，第１１０条第７項及び第１４９条において準用する

場合を含む。）の規定に違反したとき（当該違反を防止するため，当該保険医

療機関又は保険薬局が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。）。 

二 前号のほか，保険医療機関又は保険薬局が，第７０条第１項（第８５条第

９項，第８５条の２第５項，第８６条第４項，第１１０条第７項及び第１４

９条において準用する場合を含む。）の規定に違反したとき。 
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三 療養の給付に関する費用の請求又は第８５条第５項（第８５条の２第５項

及び第８６条第４項において準用する場合を含む。）若しくは第１１０条第４

項（これらの規定を第１４９条において準用する場合を含む。）の規定による

支払に関する請求について不正があったとき。 

（４号及び５号省略） 

六 この法律以外の医療保険各法による療養の給付若しくは被保険者若しくは

被扶養者の療養又は高齢者の医療の確保に関する法律による療養の給付，入

院時食事療養費に係る療養，入院時生活療養費に係る療養若しくは保険外併

用療養費に係る療養に関し，前各号のいずれかに相当する事由があったと

き。 

 （７号以下省略）  

  第８１条（保険医又は保険薬剤師の登録の取消し） 

厚生労働大臣は，次の各号のいずれかに該当する場合においては，当該保

険医又は保険薬剤師に係る第６４条の登録を取り消すことができる。 

一 保険医又は保険薬剤師が，第７２条第１項（第８５条第９項，第８５条の

２第５項，第８６条第４項，第１１０条第７項及び第１４９条において準用

する場合を含む。）の規定に違反したとき。 

 （２号省略） 

三 この法律以外の医療保険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律による

診療又は調剤に関し，前二号のいずれかに相当する事由があったとき。 

（４号以下省略） 

 

国民健康保険法 

 第４０条（保険医療機関等の責務） 

    保険医療機関等又は保険医若しくは保険薬剤師（健康保険法第６４条に規

定する保険医又は保険薬剤師をいう。以下同じ。）が，国民健康保険の療養の
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給付を担当し，又は国民健康保険の診療若しくは調剤に当たる場合の準則に

ついては，同法第７０条第１項及び第７２条第１項の規定による厚生労働省

令の例による。 

２ 前項の場合において，同項に規定する厚生労働省令の例により難いとき又

はよることが適当と認められないときの準則については，厚生労働省令で定

める。 

 

保険医療機関及び保険医療養担当規則 

  第２条の３（適正な手続の確保） 

    保険医療機関は，その担当する療養の給付に関し，厚生労働大臣又は地方

厚生局長若しくは地方厚生支局長に対する申請，届出等に係る手続及び療養

の給付に関する費用の請求に係る手続を適正に行わなければならない。 

  第２条の４（健康保険事業の健全な運営の確保） 

    保険医療機関は，その担当する療養の給付に関し，健康保険事業の健全な

運営を損なうことのないよう努めなければならない。 

  第５条の２（領収証等の交付） 

    保険医療機関は，前条の規定により患者から費用の支払を受けるときは，

正当な理由がない限り，個別の費用ごとに区分して記載した領収証を無償で

交付しなければならない。 

２ 厚生労働大臣の定める保険医療機関は，前項に規定する領収証を交付する

ときは，正当な理由がない限り，当該費用の計算の基礎となつた項目ごとに

記載した明細書を交付しなければならない。 

３ 前項に規定する明細書の交付は，無償で行わなければならない。 

  第１９条の２（健康保険事業の健全な運営の確保） 

     保険医は，診療に当たつては，健康保険事業の健全な運営を損なう行為を

行うことのないよう努めなければならない。 
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  第２２条（診療録の記載） 

     保険医は，患者の診療を行つた場合には，遅滞なく，様式第一号又はこれ

に準ずる様式の診療録に，当該診療に関し必要な事項を記載しなければなら

ない。 

  第２３条の２（適正な費用の請求の確保） 

    保険医は，その行つた診療に関する情報の提供等について，保険医療機関

が行う療養の給付に関する費用の請求が適正なものとなるよう努めなければ

ならない。 

 

高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の給付等の取扱い及び担当に関

する基準 

 第２条の３（適正な手続の確保） 

   保険医療機関は，その取り扱う療養の給付及び保険外併用療養費に係る療

養に関し，厚生労働大臣に対する必要な申請，届出その他の手続並びに療養

の給付及び保険外併用療養費に係る療養に要する費用の請求に係る手続を適

正に行わなければならない。 

 第２条の４（後期高齢者医療制度の健全な運営の確保） 

    保険医療機関は，その取り扱う療養の給付及び保険外併用療養費に係る療

養に関し，後期高齢者医療制度の健全な運営を損なうことのないよう努めな

ければならない。 

 第５条の２（領収証等の交付） 

   保険医療機関は，前条の規定により患者から費用の支払を受けるときは，

正当な理由がない限り，個別の費用ごとに区分して記載した領収証を無償で

交付しなければならない。 
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２ 厚生労働大臣の定める保険医療機関は，前項に規定する領収証を交付する

ときは，正当な理由がない限り，当該費用の計算の基礎となつた項目ごとに

記載した明細書を交付しなければならない。 

３ 前項に規定する明細書の交付は，無償で行わなければならない。 

  第１９条の２（後期高齢者医療制度の健全な運営の確保） 

    保険医は，診療に当たつては，後期高齢者医療制度の健全な運営を損なう

行為を行うことのないよう努めなければならない。 

  第２２条（診療録の記載） 

    保険医は，患者の診療を行つた場合には，健康保険の例により，遅滞な

く，診療録に当該診療に関し必要な事項を記載しなければならない。 

  第２３条の２（適正な費用の請求の確保） 

    保険医は，その行つた診療に関する情報の提供等について，保険医療機関

が取り扱う療養の給付及び保険外併用療養費に関する療養に要する費用の請

求が適正なものとなるよう努めなければならない。 

 

高齢者の医療の確保に関する法律 

  第６５条（保険医療機関等の責務） 

    保険医療機関等又は保険医等（健康保険法第６４条に規定する保険医又は

保険薬剤師をいう。以下同じ。）は，第７１条第１項の療養の給付の取扱い及

び担当に関する基準に従い，後期高齢者医療の療養の給付を取り扱い，又は

担当しなければならない。 

 

保険医療機関等及び保険医等の指導及び監査について（平成２０年９月３０日付け

保発第０９３０００８号厚生労働省保険局長通知） 

  第３（監査対象となる保険医療機関等の選定基準） 
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    監査は，次のいずれかに該当する場合に，地方厚生（支）局及び都道府県

または厚生労働省並びに地方厚生（支）局及び都道府県が共同で行うものと

する。 

  １ 診療内容に不正又は著しい不当があったことを疑うに足りる理由があると

き。 

  （２項以下省略） 

 

 第６ 監査後の措置 

  １ 行政上の措置 

    行政上の措置は，健康保険法第８０条の規定に基づく保険医療機関等の指

定の取消，同法第８１条の規定に基づく保険医等の登録の取消（以下「取消

処分」という。）並びに保険医療機関等及び保険医等に対する戒告及び注意と

し，不正又は不当の事案の内容により，次の基準によって行う。 

   ⑴ 取消処分 

     地方厚生（支）局長は，保険医療機関等又は保険医等が次のいずれか１

つに該当するときには，当該地方厚生（支）局に置かれる地方社会保険医

療協議会へ諮問して，取消処分を行う。 

なお，地方厚生（支）局長は，地方社会保険医療協議会へ諮問する前に

関係資料を添えて厚生労働省保険局長に内議を行う。 

    ① 故意に不正又は不当な診療を行ったもの。 

    ② 故意に不正又は不当な診療報酬の請求を行ったもの。 

    ③ 重大な過失により，不正又は不当な診療をしばしば行ったもの。      

    ④ 重大な過失により，不正又は不当な診療報酬の請求をしばしば行った

もの。 

    （以下省略） 

 


